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プロポーザル実施要領 
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この「プロポーザル実施要領」（以下「実施要領」という。）は、岩手県企業局（以下「企

業局」という。）が実施する「胆沢第二発電所など 12 か所の電力供給契約」（以下「本契約」

という。）にかかる契約候補者の選定に関して、プロポーザルに参加しようとする者が熟知

し、かつ、遵守しなければならない一般的事項を定めるものである。 

 

１ 契約の種類                                          

契約候補者の選定は、公募型プロポーザル方式によるものであり、提案内容の審査に

より契約候補者を選定し、資料２「仕様書等」に掲げる契約について、企業局と契約候

補者が協議のうえ、契約を締結するものである。 

 

２ 概 要                                              

（１）契約名称 

胆沢第二発電所など 12 か所の電力供給契約 

（２）契約内容 

  資料２「仕様書等」のとおり。 

なお、運用方法等を記載した「仕様書（詳細版）」及び最低単価については、参加資

格が認められた者にのみ開示する。 

（３）契約期間 

  令和４年４月１日から令和６年３月 31 日までの２年間とする。 

 

３ 技術提案を求める内容                                    

  資料３「技術提案書等作成要領」のとおり。 

 

４ 参加資格要件                                  

プロポーザルに参加しようとする者は、下記に掲げる参加資格要件をすべて満たさな

ければならない。 

 〔参加資格要件〕 

（１）電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第２条の２の規定に基づき、小売電気事業者

としての登録を受けている者であること。 

（２）最近１年間の岩手県内における電灯電力等需要実績が、資料２「仕様書等」に示す

年間基準電力量を超えている者であること。 

【電灯電力等需要実績】 

発受電月報第５表(2)（電気関係報告規則（平成 28 年３月 28 日改正）第２条）に記

載した都道府県別の電灯電力等需要実績（特定需要、特定需要以外の需要の合計） 

（３）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者で

あること。 

（４）民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者

若しくは再生手続開始の申立てがされている者（同法第 33 条第１項に規定する再生手
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続開始の決定を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づ

き更生手続開始の申立てをしている者若しくは更生手続開始の申立てがされている者

（同法第 41 条第１項に規定する更生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

（５）破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条若しくは第 19 条の規定による破産手続開

始の申立てをなされていない者であること。旧和義法（大正 11 年法律第 72 号）第 12

条の規定による和議開始の申立てをされていない者であること。 

（６）最近１年間の法人税、事業税、消費税及び地方消費税を滞納していない者であるこ

と。 

（７）事業者の代表者、役員（執行役員を含む。）又は支店若しくは営業所を代表する者等、

その経営に関与する者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第 77 号）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団（同法第２条第２号に規

定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員と密接な関係を有している者でな

いこと。 

（８）参加申込書類の提出の日から契約候補者を選定するまでの期間に、岩手県から一般

委託契約に係る入札参加制限措置基準（平成 23 年 10 月５日出第 116 号）に基づく入

札参加制限又は文書警告に伴う入札に参加できない措置を受けていない者であること。 

（９）（８）に規定する期間に、岩手県から県営建設工事に係る指名停止等措置基準（平成

７年２月９日建振第 281 号）、建設関連業務に係る指名停止等措置基準（平成 18 年６

月６日建技第 141 号）、物品購入等に係る指名停止等措置基準（平成 12 年３月 30 日出

総第 24 号）などに基づく指名停止又は文書警告に伴う非指名を受けていない者である

こと。 

 

５ 提出書類の提出先及び問い合わせ先（事務局）                                          

  担当者  岩手県企業局業務課 電気担当 

  住 所  〒020-0023 岩手県盛岡市内丸 11 番１号 

       盛岡地区合同庁舎 6 階 

  電 話  019-629-6398 

  ＦＡＸ  019-629-6404 

  E-mail  EB0003@pref.iwate.jp 

 

６ プロポーザルに関する手続き                                   

（１）関係書類（様式）の入手方法 

ア 岩手県企業局ホームページ（ダウンロード） 

https://www.pref.iwate.jp/kigyoukyoku/event/index.html 

イ 「５提出書類の提出先及び問い合わせ先（事務局）」の場所 

（２）関係書類の提出方法 

ア 持参の場合 

持参の場合は、提出期限の日時までに直接提出すること。なお、受付時間は、閉
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庁日を除く午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までの間とする。 

イ 郵送の場合 

郵送の場合は、封筒表に関係書類の名称を朱書きし、提出期限の日時までに必着

のこと。 

ウ 電子メール又はＦＡＸの場合 

電子メール又はＦＡＸの場合は、提出期限の日時までに必着のこと。 

（３）本契約及びプロポーザルに関する質問の受付・回答 

ア 提出期限 

令和３年７月 21 日（水） 午後５時必着 

イ 質問方法 

原則、電子メール又はＦＡＸにより提出すること。 

ウ 提出書類 

様式 1-1「プロポーザル実施要領等に関する質問票」 

エ 回答方法 

受け付けた質問については、令和３年７月 26 日（月）までに、電子メールにて質

問者あて回答するとともに、岩手県企業局ホームページに掲載する。 

オ 参加資格が認められた者に対する質問の受付・回答 

参加資格が認められた者（以下「参加者」という。）については、参加資格確認結

果通知後においても、質問の受付を認める。なお、受付期間、質問方法、提出書類、

回答方法等については、参加資格確認結果通知書により通知する。 

（４）参加申込書類の提出 

プロポーザルに参加しようとする者は、次により参加申込書類を提出すること。 

ア 提出期限 

 令和３年７月 28 日（水） 午後５時必着 

イ 提出方法 

持参又は郵送により提出すること。 

ウ 提出書類 

様式 1-2「プロポーザル参加申込書」 

様式 1-3「参加資格確認表」 

［添付資料１］過去３年分の岩手県内における電灯電力等需要実績が分かる添付

資料（発受電月報等）（必須） 

エ 参加資格の確認 

・ 参加資格の確認結果は、令和３年８月４日（水）までに文書により通知する。 

・ 企業局は、参加資格が認められた者に対して、運用方法等を記載した「仕様書

（詳細版）」及び最低単価を開示する。 

オ 留意事項 

・ 提出期限までに参加申込書類を提出しなかった者又は参加資格が認められなか

った者は、プロポーザルに参加することができない。 
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・ 参加申込書類に虚偽の記載が判明した場合には、参加資格を取り消すとともに、

当該参加者の提案を無効とすることがある。 

・ 参加者は、下記「７契約候補者の選定方法等に関する事項」に定めるプロポー

ザルの実施日までに参加資格の要件に該当しなくなったときは、参加資格を失う。 

（５）参加資格が認められなかった者に対する説明 

確認の結果、参加資格が認められなかった者は、企業局に対して、文書（様式任意）

により、その理由の説明を求めることができる。 

ア 提出期限 

 令和３年８月６日（金） 午後５時必着 

イ 提出方法 

持参又は郵送により提出すること。 

ウ 提出書類 

任意様式 

エ 回答方法 

 企業局は、説明を求められたときは、説明を求めた者に対して、文書によりその

理由を回答する。 

（６）技術提案書等の提出 

参加者は、次により技術提案書等を提出すること。 

ア 提出期限 

令和３年９月８日（水） 午後５時必着 

イ 提出方法 

持参又は郵送により提出すること。 

ウ 提出書類 

資料３「技術提案書等作成要領」に掲げる書類 

エ 留意事項 

・ 参加者１者につき１提案とする。 

・ 技術提案書等は、提出後の書換え、引換え、撤回又は再提出を認めない。 

・ 参加資格が認められなかった者又は次のいずれかに該当する技術提案は無効と

する。 

(ア) 提出期限を過ぎて提出された提案 

(イ) 民法（明治 29 年法律第 89 号）第 90 条（公序良俗違反）、第 93 条（心

裡留保）、第 94 条（虚偽表示）又は第 95 条（錯誤）に該当する提案 

(ウ) 誤字、脱字等により必要事項が確認できない提案 

(エ) その他プロポーザルに関する条件に違反した提案 

（７）プロポーザルへの不参加 

参加者は、「７契約候補者の選定方法等に関する事項」に定めるプロポーザルに参加

しない場合は、次によりプロポーザル参加辞退届を提出すること。 
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ア 提出期限 

令和３年９月 14 日（火） 午後５時必着 

イ 提出方法 

持参により提出すること。 

ウ 提出書類 

様式 1-4「プロポーザル参加辞退届」 

エ 留意事項 

プロポーザルに参加しなかった者は、これを理由として、以降、企業局が実施す

る他の企画競争等について不利益な取扱いを受けることはない。 

 

７ 契約候補者の選定方法等に関する事項                               

（１）契約候補者の選定方法 

参加者の技術提案の審査は、資料４「プロポーザル審査要領」に基づき、審査委員

会において行う。 

（２）審査委員会（ヒアリング）の開催 

ア 開催日 

令和３年９月 15 日（水）予定 

※ 時間及び場所はおって連絡する。 

イ 開催方法等 

・ 審査は、参加者から提出された技術提案書に基づいて実施する。なお、ヒアリ

ングの実施にあたっては、パソコン及びプロジェクター等の使用は可とする。 

・ パソコン及びプロジェクター等の機材を使用する場合は、事前に連絡すること。 

・ ヒアリングの順番については、「６（４）参加申込書類の提出」に掲げる書類の

提出があった順とする。 

・ ヒアリングの時間は、１者当たり 50 分程度（説明 20 分、質疑応答 30 分）とす

るが、参加者数により調整する。 

（３）契約候補者の決定 

 資料４「プロポーザル審査要領」のとおり。 

 

８ 契約に関する事項                                       

（１）契約書作成の要否 

 要 

（２）契約保証金 

企業局契約規程（平成６年３月 31 日企業局管理規程第 14 号）に基づき判断する。 

（３）契約内容及び仕様書 

契約内容及び仕様については、契約候補者と企業局が協議の上、決定する。 
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９ 公正なプロポーザルの実施の確保                            

（１）参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54

号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

（２）参加者は、プロポーザルの実施に当たっては、競争を制限する目的で他の参加者と

参加意思及び提案内容について、いかなる相談も行ってはならず、独自に技術提案書

等を作成しなければならない。 

（３）参加者は、契約候補者の選定前に、他の参加者に対して技術提案書を意図的に開示

してはならない。 

（４）参加者が連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、プロポーザルを公正に

執行することができないと認められるときは、当該参加者をプロポーザルに参加させ

ず、又はプロポーザルの執行を延期し、若しくは取りやめることがある。 

 

10 その他                                           

（１）提出書類の取扱い 

ア 参加者が企業局に提出した書類（以下「提出書類」という。）に含まれる著作物の

著作権は、参加者に帰属するものとする。 

イ 提出書類は返却しないものとする。 

ウ 提案内容に含まれる特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利

の対象となっているものを使用した結果生じた責任は、原則として参加者が負うも

のとする。 

（２）プロポーザル参加に要する経費について 

プロポーザル参加に要する経費は、全て参加者が負担するものとする。 

（３）スケジュール（予定） 

ア プロポーザル実施要領等の公表 ７月 14 日（水）（質問票・参加申込書類受付開始） 

イ 質問票の提出期限  ７月 21 日（水） 

ウ 質問に対する回答  ７月 26 日（月） 

エ 参加申込書類提出期限  ７月 28 日（水） 

オ 参加資格確認結果通知  ８月 ４日（水） 

カ 技術提案書等提出期限  ９月 ８日（水） 

キ 審査委員会（ヒアリング） ９月 15 日（水）予定 

ク プロポーザル結果通知  ９月 22 日（水）予定 

ケ 契約締結    10 月以降  

※ 現在の予定であり、変更の場合は、その都度別途通知する。 

（４）その他 

 参加資格を満たしている者であっても、不正又は不誠実な行為があった場合、経営

状況が著しく不健全であると認められる場合等にあっては、参加資格を認めないこと

がある。 
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岩手県企業局業務課電気担当 あて  FAX:０１９-６２９-６４０４ 

 

会 社 等 名 称  

担 当 部 署 等  

担 当 者 名  

電子メールアドレス  

連 絡 先 電 話 番 号  

連 絡 先 Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

「胆沢第二発電所など 12 か所の電力供給契約」 

プロポーザル実施要領等に関する質問票 

No. 資料名称 
該当頁 
該当行 

質問内容 

１    

２    

３    

４    

※ 提出期限内に、原則、電子メール又はＦＡＸで提出のこと。 

期限（７月 21 日（水） 午後５時）を過ぎたものは受け付けません。 

[メールアドレス：EB0003@pref.iwate.jp ／FAX:019-629-6404 ] 
  

【様式１－１】 
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令和  年  月  日 

 

岩手県企業局長 佐藤 学 様 

 

 

住      所  

 

商 号 又 は 名 称  

 

代表者職・氏名  

 

プロポーザル参加申込書 

 下記契約の契約候補者選定に係るプロポーザルに参加したいので申し込みしま

す。 

 なお、本申込書の内容について事実と相違ないこと、及びプロポーザル実施要領

４の参加資格を満たしていることを誓約します。 

記 

１ 契 約 名  胆沢第二発電所など 12 か所の電力供給契約 

 
２ 申 込 者 

郵  便  番  号 
   

－ 
     

所   在   地 
 

フリガナ 
 

商 号 又 は 名 称 
 

フリガナ 
 

代 表 者 職 氏 名 
 

電  話  番  号 
 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 
 

 

３ 担当者連絡先 
   所属部署等 

   担当者氏名 

   電話番号等 電 話          ＦＡＸ 

   E-mail  

  

印 

【様式１－２】 
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参加資格確認表 

商 号 又 は 名 称  

本 店 所 在 地  

小 売 電 気 事 業 者 
登 録 番 号 

 

小 売 電 気 事 業 者 
登 録 年 月 日 

 

最 近 １ 年 間 の 
岩手県内における 
電灯電力等需要実績 

  年 月 ～  年 月実績［       MWh］ 

参考：年間基準電力量 544,495MWh 

※過去３年分の岩手県内における電灯電力等需要実績が分かる

資料（発受電月報等）を別途添付すること。［添付資料１］ 

参 加 資 格 要 件 
確 認 事 項 

□ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定

に該当しない者であること。 

□ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申

立てをしている者若しくは再生手続開始の申立てがされている者

（同法第 33 条第１項に規定する再生手続開始の決定を受けた者を

除く。）又は会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手

続開始の申立てをしている者若しくは更生手続開始の申立てがされ

ている者（同法第 41 条第１項に規定する更生手続開始の決定を受け

た者を除く。）でないこと。 

□ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条若しくは第 19 条の規定

による破産手続開始の申立てをなされていない者であること。旧和

義法（大正 11 年法律第 72 号）第 12 条の規定による和議開始の申立

てをされていない者であること。 

□ 最近１年間の法人税、事業税、消費税及び地方消費税を滞納して

いない者であること。 

□ 事業者の代表者、役員（執行役員を含む。）又は支店若しくは営業

所を代表する者等、その経営に関与する者が、暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号

に規定する暴力団員又は暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力

団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員と密接な関係を有している

者でないこと。 

□ 参加申込書類の提出の日から契約候補者を選定するまでの期間

に、岩手県から一般委託契約に係る入札参加制限措置基準（平成 23

年 10 月５日出第 116 号）に基づく入札参加制限又は文書警告に伴う

入札に参加できない措置を受けていない者であること。 

□ 参加申込書類の提出の日から契約候補者を選定するまでの期間

に、岩手県から県営建設工事に係る指名停止等措置基準（平成７年

２月９日建振第 281 号）、建設関連業務に係る指名停止等措置基準

（平成 18 年６月６日建技第 141 号）、物品購入等に係る指名停止等

措置基準（平成 12 年３月 30 日出総第 24 号）などに基づく指名停止

又は文書警告に伴う非指名を受けていない者であること。 

※ 参加資格要件確認事項は、要件を満たしている場合に□にチェックマークを記入し

てください。  

【様式１－３】 
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令和  年  月  日 

 

岩手県企業局長 佐藤 学 様 

 

 

住      所  

 

商 号 又 は 名 称  

 

代表者職・氏名  

 

 

プロポーザル参加辞退届 

「胆沢第二発電所など12か所の電力供給契約」の契約候補者選定に係るプロポー

ザルについて、参加申込書類を提出しましたが、都合により参加を辞退します。 

 

 
 

印 

【様式１－４】 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胆沢第二発電所など12か所の電力供給契約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年７月 

岩手県企業局 

 

  

資料２ 

仕様書等 
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この「仕様書等」（以下「仕様書」という。）は、岩手県企業局（以下「企業局」という。）

が実施する「胆沢第二発電所など 12 か所の電力供給契約」（以下「本契約」という。）に関

して、企業局が、契約する事業者（以下「受注者」という。）に要求する概要や仕様を明ら

かにするものである。 

１ 本契約の概要                                       

（１）契約名称 

胆沢第二発電所など 12 か所の電力供給契約 

（２）対象発電所 

別紙１のとおり。 

（３）対象発電所の追加 

ア 本契約と別に実施している「早池峰発電所の電力供給契約」及び「滝発電所の電

力供給契約」のプロポーザルにおいて契約候補者が選定できなかった場合は、本契

約にその発電所を追加する。 

イ 対象発電所を追加する場合は、本契約の年間基準電力量にその発電所の年間基準

電力量を加えるものとする。 

（４）年間基準電力量 

   544,495MWh 

（５）電力供給期間 

   令和４年４月１日から令和６年３月 31 日までの２年間 

（６）最低単価 

契約単価（非化石価値含む）については、最低単価を設定し、下回った場合は失格

とする。 

なお、最低単価は、参加資格が認められた者のみに開示する。 

２ 契約に関する条件                                       

（１）契約条件 

   別紙２「電力供給契約書（案）」及び「仕様書（詳細版）」のとおり。 

なお、運用方法等を記載している「仕様書（詳細版）」は、参加資格が認められた者

にのみ開示する。 

（２）機密の保持 

受注者は、本契約を通じて知り得た情報を機密情報として扱い、目的外の利用、第

三者に開示、漏えいしてはならない。契約終了後もまた同様とする。 

（３）個人情報の保護 

受注者は、本契約を履行する上で個人情報を取り扱う場合は、岩手県個人情報保護

条例（平成 13 年岩手県条例第７号）を遵守しなければならない。 

（４）その他 

本契約の履行にあたり、この仕様書に記載のない事項、またはこの仕様書により難

い事項が生じた場合は、速やかに企業局と協議を行うこと。  
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（別紙１）対象発電所の概要 

発電所名 胆沢第二発電所 岩洞第一発電所 岩洞第二発電所 

所在地 奥州市胆沢若柳 盛岡市日ノ戸 盛岡市門前寺 

発電形式 水路式 ダム水路式 水路式 

最大出力 6,800kW 41,000kW 8,600kW 

発電所運用に

係る制約事項 

農業用水供給、再開発事

業に係る制約あり 

農業用水供給、ダム水位

運用に係る制約あり 

農業用水供給に係る制約

あり 

 

発電所名 仙人発電所 四十四田発電所 御所発電所 

所在地 北上市和賀町仙人 盛岡市上田 盛岡市繋 

発電形式 ダム水路式 ダム式 ダム式 

最大出力 37,600kW 15,100kW 13,000kW 

発電所運用に

係る制約事項 

ダム水位運用、共同運転

事業者に係る制約あり 

ダム水位運用に係る制約

あり 

ダム水位運用に係る制約

あり 

 

発電所名 北ノ又発電所 北ノ又第二発電所 入畑発電所 

所在地 八幡平市松尾柏台 八幡平市松尾寄木 北上市和賀町 

発電形式 水路式 水路式 ダム式 

最大出力 7,000kW 3,400kW 2,100kW 

発電所運用に

係る制約事項 

異常出水に係る制約あり 異常出水に係る制約あり ダム水位運用、再開発事

業に係る制約あり 

 

発電所名 松川発電所 柏台発電所 胆沢第四発電所 

所在地 八幡平市松尾寄木 八幡平市松尾寄木 奥州市胆沢若柳 

発電形式 水路式 水路式 ダム式（維持流量） 

最大出力 4,600kW 2,700kW 170kW 

発電所運用に

係る制約事項 

異常出水に係る制約あり 異常出水に係る制約あり 河川維持流量に従属 

 

 





 

 

電 力 供 給 契 約 書(案) 
 

 

令和４年度・令和５年度 

 

 

胆 沢 第 二 発 電 所 

岩 洞 第 一 発 電 所 

岩 洞 第 二 発 電 所 

仙 人 発 電 所 

四 十 四 田 発 電 所 

御 所 発 電 所 

北 ノ 又 発 電 所 

北 ノ 又 第 二 発 電 所 

入 畑 発 電 所 

松 川 発 電 所 

柏 台 発 電 所 

胆 沢 第 四 発 電 所 

 

 

 

岩 手 県 

●     ● 

 

（別紙２） 
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電力供給契約書 

 

岩手県（以下「甲」という。）と●●（以下「乙」という。）とは、電力の供給について

次のとおり契約を締結する。 

 

 （契約の目的） 

第１条 電気事業の使命と公営企業の趣旨にかんがみ、電力供給の責任体制を確立し、公

共の福祉に資するため、甲と乙は電力の供給に関してこの契約を締結する。 

 

 （供給電力） 

第２条 甲は、別表１の発電所の発生電力から所内電力（逆川揚水所の揚水用電力を含む。）

を除く全量を乙に供給し、乙はこれを受電するものとする。 

２ 発電所ごとの最大出力、常時出力は、別表１のとおりとする。 

３ 供給地点ごとの最大電力は、別表２のとおりとする。 

 

（電力供給条件） 

第３条 乙は、契約供給期間の全てにおいて、甲から受電した電力を岩手県内へ全量供給

するものとする。 

２ 乙から県内への供給の確認のため、甲が指示した時に乙は次の書類を甲に対し提出す

るものとする。 

(1) 電気関係報告規則（昭和 40 年通商産業省令第 54号）第２条に規定する発受電月報 

(2) その他、甲が指示する書類 

３ 別表１の発電所から供給する電力には、非化石価値等の付加価値（以下「非化石価値」

という。）を含むものとするが、「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利

用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律（平成 21 年法律第 72 号）」

（以下「エネルギー供給構造高度化法」という。）等の非化石価値に関する法令等に改正

があった場合には、甲乙にて協議するものとする。 

  なお、甲は、別表１の発電所から供給する電力量について、エネルギー供給構造高度

化法に基づく非化石電源に係る認定を国（国の委託先機関を含む。）から受けるものとし、

認定後、非化石価値を乙へ移転させるために必要となる諸手続きを実施するものとする。 

 

 （供給地点、電気方式、周波数、電圧及び力率） 

第４条 供給地点、電気方式、周波数、電圧及び力率は、別表３のとおりとする。 

２ 甲及び乙は、電気事業法等の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 72 号）附則第９

条第１項の規定に基づき一般送配電事業者が定めた託送供給等約款に基づく契約（以下
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「託送供給契約」という。）のもと、周波数、電圧および力率を正常な値に保つとともに、

電力供給を円滑に行うため常に誠意をもって互いに協力するものとする。 

 

 （送電時間） 

第５条 甲は、原則として、毎日 24時間送電する。ただし、甲は発電所の点検又は手入れ

を要する場合に、あらかじめ乙と協議のうえ、電力の全部又は一部の供給を休止するこ

とができるものとする。 

２ 甲は、前項の規定にかかわらず、保安上やむを得ない事由がある場合には、乙と協議

することなく電力の全部又は一部の供給を休止することができるものとする。この場合、

甲は、休止後速やかにその旨を乙に通知するとともに、早期復旧に努めるものとする。 

 

 （送電上の責任分界点） 

第６条 送電上の責任分界点は、別表４のとおりとする。 

 

 （発電所の運転） 

第７条 電力の供給に関する運用については、甲乙で協議して定めるものとし、運用申合

せ書を乙が作成する。 

 

 （供給電力の通告） 

第８条 甲は、当日の発電パターン及び１日の供給可能電力量の予測値（以下「発電見込

み」という。）を前日の午前８時までに乙に通知する。発電見込みの通知方法については、

甲乙協議のうえ、別に定める。 

２ 甲は、乙に事前に通知のうえ、発電放流に関連する各種イベントの実施や電力逼迫に

伴うピークシフトなど社会的要請を受けて、発電パターンを調整することがある。 

３ 甲は、乙の都合による発電パターンの変更及び電力量の調整は行わないものとする。 

４ 甲は、次の事由により発電を停止または制限できるものとする。また、このことによ

り発電見込みの通知以降においても、発電パターンを変更することがある。この場合、

発電見込みの変更を乙に速やかに通知するものとする。 

(1) 発電所施設や設備の故障、取水設備への塵芥付着等 

(2) 貯水池や取水設備に流入する自然河川の流量変動への対応 

(3) 農業用水やダム水位の運用への対応 

(4) 送電線、配電線の停止等に起因する一般送配電事業者の給電指令機関からの連絡等

による出力変更 

(5) 河川内事故の発生など、警察機関、消防機関、水防機関、河川管理者等の要請に起

因する発電放流及びダム放流の変更 

(6) 次に掲げる施設の故障、点検等 
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 ア ダム管理者や土地改良区等が管理する設備の故障又は点検等 

 イ 共同事業者（電源開発株式会社、東北自然エネルギー株式会社）が管理する発電

設備の故障又は点検等 

(7) 一般送配電事業者の指示等に基づく発電所又は送電線の停止 

(8) その他、保安上の必要がある場合 

 

 （基準電力量） 

第９条 基準電力量（月別基準電力量及び年間基準電力量）は、別表５のとおりとし、供

給期間中の供給電力量が基準電力量に比べて増減がある場合であっても、乙は甲から全

量受電するものとする。 

 

 （月間供給電力量の計量） 

第 10 条 月間供給電力量の計量は、計量法（平成４年法律第 51 号）の規定に従った電力

量計（取引用電力量計並びにその他計量に必要な付属装置及び区分装置をいう。以下同

じ。）により行うものとする。 

２ 電力量計の検針については、一般送配電事業者が定める託送供給等約款のもと、甲乙

協議して決定するものとする。 

３ 電力量計に故障を生じたとき、その故障時間内における月間供給電力量の算定は、そ

の都度、甲乙協議して決定するものとする。 

 

 （料  金） 

第 11条 乙が甲に支払う毎月の料金は、次の電力量料金（非化石価値含む）とする。 

(1) 電力量料金 

乙が甲に支払う毎月の電力量料金は、次のイとウに定める料金の合計額とする。 

ア 契約単価 

契約単価  

(１ｷﾛﾜｯﾄ時につき ) 

金●● .●●●円  

(うち消費税及び地方消費税相当額●．●●●円 ) 

イ 基本料金 

基本料金は、アの契約単価に第９条に規定する年間基準電力量を乗じた額に 10分

の８を乗じた額の 12 分の１の額とし、端数については３月の基本料金に合算し、１

円未満は切り捨てるものとする。 

４月～２月  
月額●●● ,●●● ,●●●円  

(うち 消費税 及び地 方消費税 相当額 ●● ,●● ● ,●●● 円 ) 

３月  
月額●●● ,●●● ,●●●円  

(うち 消費税 及び地 方消費税 相当額 ●● ,●● ● ,●●● 円 ) 
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ウ 従量料金 

従量料金は、第 10条の規定により算定された月間供給電力量に次の従量料金単価

（アの契約単価の 10 分の２の単価）を乗じて得た金額とし、1 円未満は切り捨てる

ものとする。 

従量料金単価  

(１ｷﾛﾜｯﾄ時につき ) 

金●● .●●●円  

(うち消費税及び地方消費税相当額●．●●●円 ) 

 

 （料金の支払） 

第 12条 甲及び乙は、毎月の月初に前月分の月間供給電力量及び料金算定上必要な事項を

確認するものとする。 

２ 甲は、前条の規定により算定された料金を乙に請求し、乙は請求を受けた日から 15日

以内（15 日目が金融機関の休業日の場合は、その翌営業日まで）に甲に支払うものとす

る。 

３ 乙は、前項所定の期日までに料金を支払わなかったときは、前項の規定による請求を

受けた日から 16日目以降の延滞日数に応じ、料金に政府契約の支払遅延防止等に関する

法律（昭和 24年法律第 256 号）第８条に規定する財務大臣が銀行の一般貸付利率を勘案

して決定する率を乗じて計算した延滞利息を、甲に支払うものとする。 

 

 （記  録） 

第 13条 甲及び乙は、電力供給に関する事項を明確に記録し、それぞれの要求によりその

写しを相手方に送付するものとする。 

 

 （電気工作物の調査） 

第 14条 甲及び乙は、この契約に基づく電力供給に直接関係ある電気工作物に対し、相手

方から調査の要求があった場合は、お互いにその調査に応ずるものとする。 

 

（電力供給開始期日） 

第 15条 この契約による電力供給開始日は、令和４年４月１日とする。 

 

 （契約有効期間） 

第 16条 この契約の有効期間は、電力供給開始日から令和６年３月 31日までとする。 

 

（供給条件の変更） 

第 17条 甲又は乙は、経済情勢若しくは設備上著しい状況の変化が生じ、又はこの契約に

より難い事情が生じ、この料金又は供給条件を継続することが適当でないと認めたとき
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は、甲乙協議のうえこれを変更することができるものとする。 

２ 天災地変など予想し得ない事態発生のため長期間にわたって供給電力量が著しく減少

し、又は送電不能となった場合は、別途甲乙協議のうえ、料金その他の契約内容を変更

することができるものとする。 

３ 電力・ガス取引監視等委員会（電気事業法第 66条の２の規定により経済産業省に設置）

の制度設計専門会合において検討されている発電側課金が契約期間内に導入された場合

は、同時に国が示すこととしているガイドライン等に基づき、別途甲乙協議のうえ、料

金その他の契約内容を変更するものとする。 

４ 法改正等により、契約条項変更の必要が生じた場合は、甲乙誠意を持って速やかに協

議を行うものとする。 

 

 （契約の承継） 

第 18条 乙は、第三者に対しこの契約に基づく権利又は義務を譲渡し、若しくは承継させ

てはならない。ただし、甲にあらかじめ文書によりその旨を通知し、書面による承諾を

得た場合は、この限りではない。 

 

（契約の保証） 

第 19 条 乙は、契約保証金を、この契約締結と同時に甲に納付するものとする。ただし、

企業局契約規程（平成 6 年岩手県企業局管理規程第 14 号）第 22 条の規定により、契約

保証金を免除された場合は、この限りではない。 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額は、契約単価の額に契約有効期間の基準電力量を乗

じた金額の 10分の１以上とする。 

 

契約保証金  金●●● ,●●● ,●●●円  

 

３ 甲は、乙がこの契約による債務の履行を完了したときは、速やかに契約保証金を還付

するものとする。 

４ 契約保証金には、利子は付さないものとする。 

 

（託送供給契約） 

第 20条 乙は、託送供給契約が必要となる場合は、乙の負担で一般送配電事業者と託送供

給契約を遅延なく締結するものとし、締結した契約書のうち別途甲が指定する部分の写

しを甲に提出するものとする。 

 

（インバランス料金） 

第 21条 計画した供給電力と実際の供給電力の差分（以下「インバランス」という。）を、
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一般送配電事業託送供給等約款料金算定規則（平成 28年経済産業省令第 22号）第 27条

の規定に基づき算定した結果、インバランスに係る料金（以下「インバランス料金」と

いう。）が発生した場合においても、甲は関与しないものとする。 

２ 乙は、甲が原因によるインバランス料金が発生した場合においても、甲に対して金銭

及び発電量等の一切の請求を行うことはできないものとする。 

 

（費用の負担） 

第 22条 乙は、甲の施設内に必要な計量器、通信装置その他付属装置（以下「通信装置等」

という。）を設置又は変更する必要がある場合は、乙の負担でこれを行うものとする。な

お、設置場所及び時期並びに責任分界点等については、甲乙協議の上決定するものとす

る。 

２ 乙は、設置した通信装置等を契約期間満了後又は必要がなくなった場合は、乙の負担

でこれを速やかに撤去し原状回復を行うものとする。 

 

（契約の解除） 

第 23条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合には、この契約を解除することが

できる。 

(1) 破産手続、民事再生手続、会社更生手続、特別清算その他の倒産関連法規に基づく

手続（以下、総称して「倒産手続」という。）開始の申立て又は解散の決議を行ったと

き。 

(2) 電気事業法（昭和 39年法律第 170号）第２条の９の規定により小売電気事業者の登

録が取り消されたとき、又は取り消される見込みがあると甲が認めるとき。 

(3) その他この契約等若しくはこの契約等に基づく取引又はこれらに関する乙に係る適

用法令の規定に違反したとき。 

(4) 詐欺その他不正の行為をしたとき。 

(5) 次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその役員又

はその支店若しくは常時契約を締結する権限を有する事務所、事業所等を代表する

者をいう。以下同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第 77 号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団

員（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

イ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴

力団員が、経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員の利用等をしたと認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対する資金等の供給、便宜の供与等により、直
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接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認めら

れるとき。 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。 

カ 事業を遂行するため必要な物品の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が

アからオまでのいずれかに該当することを知りながら、当該相手方と契約を締結し

たと認められるとき。 

キ 乙がアからオまでのいずれかに該当する者を物品の購入契約その他の契約の相手

方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解除

を求めたにもかかわらず、乙がこれに従わなかったとき。 

(6) 支払期日までに料金の支払いをせず、その後、督促状により指定された期限までに

支払いをしないとき（料金の一部の支払いがなかった場合を含む。）、又はその見込み

がないと甲が認めるとき。 

(7) 料金の支払いが、支払期日を３回以上遅れたとき、又は２回連続で遅れたとき。 

(8) 前各号に掲げるもののほか、この契約条項に違反し、その違反によりこの契約の目

的を達することができないとき。 

２ 前項に基づき甲がこの契約を解除した場合において、その事由が乙の責めに帰すべき

ときは、乙の納付した契約保証金は甲に帰属するものとする。 

３ 乙は、甲がこの契約に違反し、その違反によって契約の履行が不可能となったときは、

契約を解除することができる。 

 

（談合行為に対する措置） 

第 24条 甲は、乙がこの契約に関して次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を

解除することができる。 

(1) 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引の確

保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。)第 61 条の規

定により排除措置命令を行い、乙が行政事件訴訟法（昭和 37 年法律第 139 号）第 14

条に規定する出訴期間内に行政訴訟を提訴しないとき。 

(2) 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして独占禁止法第 62条の規定により課

徴金納付命令を行い、乙が行政事件訴訟法第 14条に規定する出訴期間内に行政訴訟を

提起しないとき。 

(3) 乙が、公正取引委員会の命令に対し、独占禁止法第 77条の規定により行政訴訟を提

起し、その訴えについて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したとき。 

(4) 乙(乙が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人)が刑法(明治 40 年法律第

45号)第 96 条の６又は同法第 198条による刑が確定したとき。 
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（損害の責任） 

第 25条 甲又は乙が、電力の供給に関して、自らの責めとなる事由により、相手方または

第三者に損害を与えたときは、その損害を与えた者は、その損害について責任を負うも

のとする。 

２ 第 23 条第１項又は第 24 条の規定によりこの契約が解除されたときは、乙は、甲に生

じた損害を賠償しなければならない。ただし、甲に生じた損害が納付済みの契約保証金

若しくは履行保証保険による保険金支払額又は契約保証金に代わる担保により甲が支払

いを受ける額を超える場合においては、その超える分について賠償するものとする。 

３ 前項の規定により乙が甲に対して賠償する額の算定にあたっては、契約解除日の前日

までの料金とその延滞金のほか、甲の逸失利益についても、算定対象とする。 

４ 前項に規定する逸失利益は、次の各号に掲げる額の合計額とする。 

(1) 第 11条に規定する料金の契約単価（以下、「現契約単価」という。）に、契約解除日

から契約解除に伴い甲と第三者が締結した新しい契約（以下、「新契約」という。）の

電力供給開始日の前日までの間の基準電力量を乗じた額。 

(2) 第 11 条に規定する現契約単価と新契約の料金の契約単価（以下、「新契約単価」と

いう。）との差額（新契約単価が現契約単価を下回る場合に限る。）に、新契約の供給

開始日から第 16条で規定する契約有効期間が満了するまでの間の別表１の発電所の供

給電力量又は基準電力量のいずれか大きい量を乗じた額。 

５ 前各項の賠償金を甲の指定する期間内に支払わないときは、乙は、当該期間を経過し

た日から支払いをする日までの日数に応じ、年５パーセントの割合で計算した額の遅延

利息を甲に支払わなければならない。 

６ 甲は、乙が第 23条第１項のいずれかに該当するおそれがある場合には、あらかじめ乙

に対して債権保全のための必要な措置を講じさせることができる。 

 

（賠償の予定） 

第 26 条 乙は、第 24 条の各号のいずれかに該当するときは、甲が契約を解除するか否か

にかかわらず、契約単価に契約有効期間の基準電力量を乗じて得た額の 10分の２に相当

する額を賠償金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。第 16条に規定す

る契約有効期間が満了した後においても同様とする。 

２ 前項の場合において、甲に生じた損害の額が賠償金の額を超えるときは、乙は、その

超える金額を甲の指定する期間内に甲に支払わなければならない。 

３ 乙が、前１項の賠償金を甲の指定する期間内に支払わないときは、乙は、当該期間を

経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年５パーセントの割合で計算した額

の遅延利息を甲に支払わなければならない。 
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（技術提案書） 

第 27条 乙が技術提案書で提案した事項の詳細については、甲乙協議のうえ決定するもの

とする。 

 

（守秘義務） 

第 28条 甲又は乙は、相手方の了解を得た場合を除き、この契約の履行に当たって知り得

た相手方の機密を第三者に漏らし、又は他の目的に利用してはならない。この契約の期

間終了後又はこの契約の解除後においても、同様とする。ただし、法律、条例等により

開示が義務付けられている場合で、所定の手続により開示する場合は、この限りでない。 

 

（所轄裁判所） 

第 29条 この契約に関する訴訟については、甲の所在地を管轄する地方裁判所を管轄裁判

所とする。 

 

（契約外の事項） 

第 30条 この契約に定めのない事項及びこの契約の条項について疑義を生じたときは、甲

乙誠意をもって協議し、定めるものとする。 

 

 

 

 

 

この契約締結の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、おのおのその１通を

保有する。 

 

    令和●年●月●日 

 

        甲 岩手県 

          代表者 電気事業管理者 

    岩手県企業局長   ● ● ● ● 

 

        乙 ●●●● 

             ●●●●●  ● ● ● ● 
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別表１ 

 

 

発電所名 
最大出力 

(ｷﾛﾜｯﾄ) 

常時出力 

(ｷﾛﾜｯﾄ) 

胆沢第二発電所 ６，８００  ０  

岩洞第一発電所 ４１，０００  ２，４００  

岩洞第二発電所 ８，６００  ０  

仙人発電所 ３７，６００  ７，７００  

四十四田発電所 １５，１００  ３，８００  

御所発電所 １３，０００  １，７００  

北ノ又発電所 ７，０００  ６００  

北ノ又第二発電所 ３，４００  ３００  

入畑発電所 ２，１００  ０  

松川発電所 ４，６００  ４００  

柏台発電所 ２，７００  ３２０  

胆沢第四発電所 １７０  １４０  
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別表２ 

 

供 給 地 点 最大電力（ｷﾛﾜｯﾄ）  

胆沢第二発電所  ６，８００    

岩洞第一発電所  

第一供給地点  
４１，０００    

岩洞第一発電所  

第二供給地点  
（２７０）    

岩洞第二発電所  ８，６００    

仙人発電所  

第一供給地点  
３７，６００    

仙人発電所  

第二供給地点  
（９，５００）    

四十四田発電所  １５，１００    

御所発電所  １３，０００    

北ノ又発電所及び  

北ノ又第二発電所  
１０，４００    

入畑発電所  ２，１００    

松川発電所  ４，６００    

柏台発電所  ２，７００    

胆沢第四発電所  １７０    

注１：  （  ）内数字は、岩洞第一及び仙人発電所の内数  
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別表３ 

供 給 地 点 
電気方式 

周波数 

(ﾍﾙﾂ） 

電圧 

(ﾎﾞﾙﾄ) 

力率 ※ 

(ﾊﾟｰｾﾝﾄ) 名 称 所 在 地 地 点 

胆沢第二発電所 
岩手県奥州市胆沢若柳字

門ヶ城 6 番 1 

胆沢第二 

発電所 

交流３相 

３線式 
50 66,000 99 

岩洞第一発電所 

第一供給地点 

岩手県盛岡市日ノ戸字姥

懐 36 番 34 

岩洞第一 

発電所 
〃 〃 〃 98 

岩洞第一発電所 

第二供給地点 

岩手県盛岡市藪川字逆川

34番 18号 

岩洞第一 

発電所 

逆川揚水所 

〃 〃 〃 〃 

岩洞第二発電所 
岩手県盛岡市門前寺字越

戸 76 番 45 

岩洞第二 

発電所 
〃 〃 〃 〃 

仙人発電所 

第一供給地点 

岩手県北上市和賀町仙人

第６地割 44 番 3 
仙人発電所 〃 〃 154,000 99 

仙人発電所 

第二供給地点 
〃 〃 〃 〃 10,000 〃 

四十四田発電所 
岩手県盛岡市上田字松屋

敷 79 番 5 

四十四田 

発電所 
〃 〃 66,000 98 

御所発電所 
岩手県盛岡市繋字下猿田

79番 9 
御所発電所 〃 〃 〃 〃 

北ノ又発電所及び

北ノ又第二発電所 

岩手県八幡平市松尾寄木

字北ノ又山国有林 499林班

り 1小班 

北ノ又 

発電所 
〃 〃 33,000 99 

入畑発電所 
岩手県北上市和賀町岩崎

新田第 1 地割 203番 
入畑発電所 〃 〃 〃 95 

松川発電所 
岩手県八幡平市松尾寄木

第 1地割字沼利 1605番 
松川発電所 〃 〃 〃 98 

柏台発電所 
岩手県八幡平市松尾寄木

第 1地割字沼利 1624番 
柏台発電所 〃 〃 6,000 

95 

（進み） 

胆沢第四発電所 
岩手県奥州市胆沢若柳字

荻袋 5-4 

胆沢第四 

発電所 
〃 〃 〃 90 

※  現状の力率設定値を標記したもの。  
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別表４ 

供 給 地 点 責 任 分 界 点 

胆沢第二発電所 胆沢第二発電所の 66,000 ﾎﾞﾙﾄ引出口に施設した甲の引出ブッシングの負荷側端子 

岩洞第一発電所 

第一供給地点 
岩洞第一発電所の 66,000 ﾎﾞﾙﾄ引出口に施設した甲の断路器の負荷側端子 

岩洞第一発電所 

第二供給地点 

岩洞第一発電所逆川揚水所の 66,000 ﾎﾞﾙﾄ引出口に施設した甲の引出ブッシングの

企業局側端子 

岩洞第二発電所 岩洞第二発電所の 66,000 ﾎﾞﾙﾄ引出口に施設した甲の引出ブッシングの負荷側端子 

仙人発電所 

第一供給地点 
仙人発電所の 154,000 ﾎﾞﾙﾄ引出口に施設した甲の断路器の負荷側端子 

仙人発電所 

第二供給地点 
仙人発電所の 10,000 ﾎﾞﾙﾄ引出口に施設した甲の線路開閉器の負荷側端子 

四十四田発電所 四十四田発電所の 66,000 ﾎﾞﾙﾄ引出口に施設した甲の支持碍子の負荷側端子 

御所発電所 御所発電所の 66,000 ﾎﾞﾙﾄ引出口に施設した甲の引出ブッシングの負荷側端子 

北ノ又発電所及び 

北ノ又第二発電所 
北ノ又発電所に施設した甲の 33,000 ﾎﾞﾙﾄ壁抜きブッシングの負荷側端子 

入畑発電所 入畑発電所に施設した甲の 33,000 ﾎﾞﾙﾄ壁抜きブッシングの負荷側端子 

松川発電所 松川発電所に施設した甲の 33,000 ﾎﾞﾙﾄ壁抜きブッシングの負荷側端子 

柏台発電所 柏台発電所の 6,000ボルト引出口に施設した甲の気中開閉器の負荷側端子 

胆沢第四発電所 胆沢第四発電所の 6,000ボルト引出口に施設した甲の気中開閉器の負荷側端子 

 

 



別表５ 基準電力量 

（単位：MWｈ） 

発電所 

月別 
胆沢第二 岩洞第一 岩洞第二 仙人 四十四田 御所 北ノ又 

北ノ又第

二 
入畑 松川 柏台 胆沢第四 計 

４ 4,109 9,253 1,906 23,883 8,912 7,588 2,730 1,399 1,243 1,957 1,161 100 64,241 

５ 4,632 16,363 924 22,301 8,476 8,090 4,773 2,378 1,433 3,088 1,764 105 74,327 

６ 3,924 17,465 2 14,691 6,761 5,585 3,996 2,020 1,247 2,500 1,477 98 59,766 

７ 3,084 17,582 26 8,177 4,049 4,449 2,706 1,376 867 2,061 1,125 101 45,603 

８ 3,080 17,537 13 6,019 3,914 3,998 2,052 1,104 761 1,772 944 100 41,294 

９ 1,414 11,095 2,082 7,075 4,311 3,982 1,909 1,034 510 1,742 906 93 36,153 

１０ 1,525 8,834 1,825 5,134 4,058 3,375 1,991 1,030 481 1,649 893 95 30,890 

１１ 2,058 8,841 1,798 9,941 5,550 4,498 2,003 1,089 619 1,552 903 90 38,942 

１２ 1,558 11,700 2,352 10,621 6,043 4,386 1,197 657 608 1,141 693 92 41,048 

１ 602 14,329 2,836 8,109 4,979 2,923 510 286 450 746 404 99 36,273 

２ 635 13,309 2,675 8,039 4,618 2,701 313 188 369 544 284 90 33,765 

３ 2,069 10,760 2,280 12,574 6,790 4,996 534 293 742 685 372 98 42,193 

合計 28,690 157,068 18,719 136,564 68,461 56,571 24,714 12,854 9,330 19,437 10,926 1,161 544,495 

1
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胆沢第二発電所など12か所の電力供給契約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年７月 

岩手県企業局 

 

  

資料３ 

技術提案書等作成要領 



1 

この「技術提案書等作成要領」（以下「作成要領」という。）は、岩手県企業局（以下「企

業局」という。）が実施する「胆沢第二発電所など 12 か所の電力供給契約」（以下「本契約」

という。）に関して、プロポーザルの参加資格が認められた者（以下「参加者」という。）

が、技術提案書等を作成するために必要な事項を定めるものである。  

 

１ 技術提案書等                                   

参加者は、資料１「プロポーザル実施要領」及び資料２「仕様書等」の趣旨等を踏ま

え、次に掲げる書類を提出すること。 

（１）提出書類 

ア 技術提案書表紙      様式３－１ 

イ 会社概要         様式３－２ 

ウ 技術提案書        様式３－３（1/3、2/3、3/3） 

エ 技術提案書への添付資料  様式任意 

オ 技術提案に関する詳細資料 様式任意 

（２） 技術提案書等の記載内容及び留意事項 

ア 技術提案書表紙 

・ 代表者押印の上、技術提案書の鏡表紙として提出すること。 

イ 会社概要 

・ 技術提案書提出日現在の実態について、様式に記載されている事項に漏れのな

いように記載すること。 

・ 「受注した場合の営業拠点」の従業員数については、派遣労働者及び短時間労

働者等の非常勤従業員を除いた対応部署従業員数を記載すること。 

ウ 技術提案書 

① 契約単価 

・ 小数点以下第２位までとし、消費税及び地方消費税相当額抜きの単価を記載

すること。 

・ 契約単価については、最低単価を設定し、下回った場合は失格とする。 

【料金の定義】（電力供給契約書（案）より引用） 

第 11 条 乙が甲に支払う毎月の料金は、次の電力量料金（非化石価値含む）とする。 

(1) 電力量料金 

乙が甲に支払う毎月の電力量料金は、次のイとウに定める料金の合計額とする。 

ア 契約単価（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

イ 基本料金 

基本料金は、アの契約単価に第９条に規定する年間基準電力量を乗じた額に

10 分の８を乗じた額の 12 分の１の額とし、端数については３月の基本料金に合

算し、１円未満は切り捨てるものとする。 

ウ 従量料金 

従量料金は、第 10 条により算定された月間供給電力量にアの契約単価の 10
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分の２を乗じて得た金額とし、１円未満は切り捨てるものとする。 

② 県の施策推進に寄与する取組の提案 

・ いわて県民計画（2019～2028）などの県の施策推進に寄与する取組の提案の

有無を記載し、提案がある場合は、対象者や内容を具体的に示し、その効果を

評価しやすいように別途資料を提出すること。→「技術提案に関する詳細資料

１」（有の場合は必須） 

【参考１】いわて県民計画（2019～2028）「長期ビジョン」・「第 1 期アクションプラン」 

     https://www.pref.iwate.jp/kensei/seisaku/suishin/1018014/index.html 

【参考２】企業局の再生可能エネルギー電源による電力プラン（いわゆるＣＯ２フリーの

電力プラン）の創設など 2050 年温室効果ガス排出量の実質ゼロに資する取組 

【参考３】平成 30～令和３年度の取組実績「いわて復興パワー」 

 １ 趣旨 

 「震災復興」及び「ふるさと振興」に寄与するため、岩手県企業局と東北電力株式

会社が連携し、県内企業等を対象とした割安な価格での電力供給を行うとともに、岩

手県の震災復興・ふるさと振興関連施策を財政的に支援し、これらを一体的に進める

ことにより、地域の発展等に貢献しようとするもの 

 ２ 割安な価格での電力供給の概要 

 震災復興・ふるさと振興に関する補助金の交付や認定・認証を受けた企業等を対象

として、電力量料金の６％を割引 

（企業局から東北電力に供給する年間約 5 億 kWh の電力量を対象として実施） 

③ 企業局のＰＲ（広報の提案） 

・ 企業局の再生可能エネルギーを活用している旨の広報を実施するかについて

記載し、実施する場合は、内容を別途提出すること。→「技術提案に関する詳

細資料２」（有の場合は必須） 

④ 経営状況 

・ 過去３年分の小売販売実績が分かる資料を別途添付すること。→「技術提案

に関する添付資料２」（必須） 

・ 過去３年分の決算の状況が分かる資料を別途添付すること。→「技術提案に

関する添付資料３」（必須） 

➢財務諸表（損益計算書、貸借対照表、キャッシュフロー計算書） 

➢税務署へ提出した税務申告書 

➢（上場している事業者の場合）有価証券報告書  など 

・ 登記事項証明書を別途添付すること。→「技術提案に関する添付資料４」（必

須） 

⑤ 資金力 

・ 当座資産が十分にあり、契約期間中に資金不足を起こす恐れがないことを別

途資料により提出すること。→「技術提案に関する詳細資料３」（必須） 

⑥ 経営計画の策定 
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・ 今後の中長期的な経営計画の有無を記載し、計画がある場合は、内容を別途

提出すること。→「技術提案に関する詳細資料４」（有の場合は必須） 

⑦ 電源調達能力 

・ 自社電源の有無、電力量、電源の種類、取扱量に対する割合を記載すること。 

・ 他の電源調達の状況、調達先、電力量、電源の種類、取扱量に対する割合を

記載すること。 

⑧ インバランス 

・ バランシンググループ（発電・小売）の活用の有無、活用しているバランシ

ンググループの概要を記載すること。 

・ 昨年度又は直近 12 ヶ月の余剰インバランス及び不足インバランスの発生状況

を月別に整理した資料を別途提出すること。→「技術提案に関する詳細資料５」

（必須） 

⑨ ＣＳＲ等の取組 

・ 岩手県や県内市町村等へ貢献する取組の実績及び今後の予定の有無を記載し、

実績及び今後の予定がある場合は、内容を具体的に示し、その効果を評価しや

すいように別途提出すること。→「技術提案に関する詳細資料６」（有の場合

は必須） 

⑩ 脱炭素社会の実現に資する取組 

・ 「第２次岩手県地球温暖化対策実行計画（令和３年３月策定）」における、「温

室効果ガス排出量の 2050 年実質ゼロ」に資する取組（省エネルギー対策の推

進、再生可能エネルギーの導入促進や水素の利活用推進、その他森林吸収源対

策などの温室効果ガス排出削減に向けた取組）の実績及び今後の予定の有無を

記載し、有の場合は、内容を具体的に示し、その効果を評価しやすいように別

途提出すること。→「技術提案に関する詳細資料７」（有の場合は必須） 

エ 技術提案書への添付資料 

［添付資料１］過去３年分の小売販売実績が分かる添付資料（④関係、必須） 

［添付資料２］過去３年分の決算の状況が分かる添付資料（④関係、必須） 

➢財務諸表（損益計算書、貸借対照表、キャッシュフロー計算書） 

➢税務署へ提出した税務申告書 

➢（上場している事業者の場合）有価証券報告書  など 

［添付資料３］登記簿謄本（④関係、必須） 

※ 添付資料は、ページ数に制限はないが、必要最小限度とすること。 

オ 技術提案に関する詳細資料 

［詳細資料１］県の施策推進に寄与する取組の提案（②関係、有の場合は必須） 

［詳細資料２］企業局のＰＲの提案（③関係、有の場合は必須） 

［詳細資料３］資金不足を起こす恐れがないことを説明した詳細資料（⑤関係、必

須） 

［詳細資料４］中長期的な経営計画の概要（⑥関係、有の場合は必須） 
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［詳細資料５］月別インバランス（余剰及び不足）発生状況（⑧関係、必須） 

［詳細資料６］岩手県や県内市町村等への貢献等実績及び予定（⑨関係、有の場合

は必須） 

［詳細資料７］脱炭素社会の実現に向けた取組実績及び予定（⑩関係、有の場合は

必須） 

※ 詳細資料は、合計で 20 ページ以下とすること。 

（３） 仕様・提出部数等 

・ 技術提案書等のサイズは、Ａ４判縦とすること。 

・ 添付資料や図面等、Ａ４判縦とすることが困難なものについては、この限りで

はない。 

・ 提出部数は８部（正１部、副７部）とすること。 

 

２ その他留意事項                                       

（１）提出する技術提案書等は、参加者１者につき１提案とする。 

（２）技術提案書等は、提出後の書き換え、引き換え、撤回、再提出は認めない。 

（３）技術提案書等の作成・提出に係る費用は、選定結果に関わらず参加者の負担とする。

また、提出された技術提案書等は返却しない。 
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胆沢第二発電所など12か所の電力供給契約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日提出 

 

 

 

 

 

 

参加者 住    所  

 

     商号又は名称  

 

代表者職氏名  

 

 

担当者 所 属 部 署 名  

         氏    名  

         電 話 番 号  

         Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

Ｅ－ｍａｉｌ  

  

【様式３－１】 

技 術 提 案 書 

印 
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会社概要 
 

会 社 名
ふ り が な

  

所 在 地  

設立年月日  

代表者氏名  

資 本 金  

従 業 員 数  

国 内 営 業 

拠 点 数  

事 業 内 容  

受注した場合 

の営業拠点 

営 業 拠 点 
名 称 

 

営 業 拠 点 
所 在 地 

 

営 業 拠 点 
代表者氏名 

 

営 業 拠 点 
従 業 員 数 

 

  

【様式３－２】 
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令和  年  月  日 

技術提案書（1/3） 
 

会社名 
 

 

(1) 価格  

① 契約単価  

・契約単価（税抜） 

 

    ．    円/kWh（小数点以下第２位まで） 

 

 

 

 

 

(2) 地域貢献  

② 県の施策推進に寄与する取組の提案 

・提案の有無 ［ 有 ・ 無 ］ 

・具体的な提案内容 →「技術提案に関する詳細資料１」（有の場合必須） 

③ 企業局のＰＲ（広報の提案）  

・提案の有無 ［ 有 ・ 無 ］ 

・具体的な提案内容 →「技術提案に関する詳細資料２」（有の場合必須） 

(3) 経営の確実性  

④ 経営状況  

・過去３年分の小売販売実績が分かる資

料 

→「技術提案に関する添付資料２」（必須） 

・過去３年分の決算の状況が分かる資料 →「技術提案に関する添付資料３」（必須） 

・登記簿謄本 →「技術提案に関する添付資料４」（必須） 

⑤ 資金力  

・当座資産及び資金状況 →「技術提案に関する詳細資料３」（必須） 

⑥ 経営計画の策定  

・中長期的経営計画の有無 ［ 有 ・ 無 ］ 

・経営計画の概要 →「技術提案に関する詳細資料４」（有の場合必

須） 

 

 

 

 

 

 

 

※注意 技術提案書に記載された単価に当該単価の 100 分の 10 に相当する額を加算した単価をもっ

て契約単価とするので、技術提案書は、消費税及び地方消費税にかかる課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、見積もった希望単価の 110 分の 100 に相当する単価を技術提案書に記載す

るものとする。 

※注意 契約単価については、最低単価を設定し、下回った場合は失格とする。 

【様式３－３】 
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技術提案書（2/3） 
 

会社名 
 

 

⑦ 電源調達能力  

・自社電源の有無 ［ 有 ・ 無 ］ 

・自社電源の概要 （欄内に記入） 

 

 

 

 

 

 

 

・他の電源調達の有無 ［ 有 ・ 無 ］ 

・他の電源調達の概要 （欄内に記入） 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ インバランス  

・発電ＢＧの活用の有無 ［ 有 ・ 無 ］ 

・小売ＢＧの活用の有無 ［ 有 ・ 無 ］ 

・各ＢＧの概要 （欄内に記入） 

 

 

 

 

 

 

 

・インバランス発生状況 →「技術提案に関する詳細資料５」（必須） 

 

 

【様式３－３】 
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技術提案書（3/3） 
 

会社名 
 

 

(4) その他  

⑨ ＣＳＲ等の取組  

・取組実績の有無 ［ 有 ・ 無 ］ 

・取組予定の有無 ［ 有 ・ 無 ］ 

・取組内容 →「技術提案に関する詳細資料６」（有の場合必

須） 

⑩ 脱炭素社会の実現に資する

取組 

 

・取組実績の有無 ［ 有 ・ 無 ］ 

・取組予定の有無 ［ 有 ・ 無 ］ 

・取組内容 →「技術提案に関する詳細資料７」（有の場合必

須） 

 

【様式３－３】 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胆沢第二発電所など12か所の電力供給契約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年７月 

岩手県企業局 

 

  

資料４ 

プロポーザル審査要領 
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この「プロポーザル審査要領」（以下「審査要領」という。）は、岩手県企業局（以下

「企業局」という。）が実施する「胆沢第二発電所など12か所の電力供給契約」（以下「本

契約」という。）にかかる契約候補者を選定するために行うプロポーザルの審査について、

必要な事項を定めるものである。 

 

１ 審査機関                                         

（１）本契約にかかる契約候補者を選定するために行うプロポーザルの審査は、岩手県企

業局電力供給契約候補者選定審査委員会（以下「審査委員会」という。）において実

施するものとする。 

（２）審査委員会は、プロポーザル参加者（以下「参加者」という。）から提出された技

術提案書等について、審査要領に基づき、審査を行うものとする。 

 

２ 審査委員会（ヒアリング）の開催期日及び場所                        

（１）審査委員会（ヒアリング）の開催期日 令和３年９月15日（水）予定 

（２）開催場所 未定 

※ ヒアリングの開始時間及び開催場所については、別途通知する。 

※ ヒアリングの時間は、一者あたり50分程度（説明20分/質疑応答30分）とする。  

 

３ 審査方法                                         

（１）審査は、参加者から提出された技術提案書等及び参加者による審査委員会の場での

ヒアリングに基づいて行う。 

（２）審査委員会の委員は、技術提案書等及びヒアリングに基づき、個別の審査項目ごと

に評価・評点を行う。 

（３）（２）の評価・評点の総得点により、順位を付して企業局へ報告するものとする。

なお、総得点が同点の場合は、高い得点を多く得た者を上位者とし、審査委員会にお

いて合議の上、順位を決定するものとする。 

（４）参加者が１者のみであった場合でも、審査委員会において技術提案書等に基づく審

査を実施し、本契約の候補者にふさわしいか否かを評価し、その旨を企業局に報告す

るものとする。 

 

４ 審査項目等                                      

審査項目、審査の観点及び配点は別紙のとおり。  
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１ 審査基準及び配点 

審査項目 審査の観点 配点 

(1) 価格  30 

① 契約単価 ・１ｋＷｈあたりの契約単価（税抜） 

※最低単価を設定し、下回った場合は失格とする。 

30 

(2) 地域貢献  30 

② 県の施策推進に

寄与する取組の提

案 

・県の施策推進に寄与する取組であるか 

・企業局にとってメリットのある提案であるか 

・提案内容及び効果が具体的であるか 

10 

・県内事業者や県民にとってメリットのある提案であるか 

・県内事業者や県民のニーズに合った取組となっているか 

10 

③ 企業局のＰＲ（広

報の提案） 

・企業局から購入した電力を活用する旨の広報を実施するか 

・企業局のイメージアップや理解促進につながる提案内容とな

っているか。 

10 

(3) 経営の確実性  30 

④ 経営状況 ・小売販売実績は十分にあるか 

・企業局で購入した電力を十分賄うことができる県内需要実績

があるか 

・経営状況は健全か 

10 

⑤ 資金力 ・当座資産は十分にあるか 

・契約期間内に資金不足を起こす恐れはないか 

・支払い能力は十分にあるか 

5 

⑥ 経営計画の策定 ・経営計画があるか 

・経営計画は、中長期的な視点に立っているか 

・経営計画は、経営状況や資金力に見合う内容となっているか 

5 

⑦ 電源調達能力 ・自社電源を所有しているか 

・自社電源は調整能力のある電源であるか 

・ベースロードとなる電源を確保しているか 

・需要の変化に対応できる電源を確保しているか 

5 

⑧ インバランス ・発電バランシンググループを活用しているか 

・小売バランシングループを活用しているか 

・インバランスが発生し難い経営を行っているか 

・余剰又は不足に偏ったインバランスが発生していないか 

5 

(4) その他  10 

⑨ ＣＳＲ等の取組 ・岩手県や県内市町村等へ貢献する取組の実績があるか 

・地域のニーズに合った取組となっているか 

・県民等から評価を得ている取組であるか 

・今後、取組を実施する予定があるか 

5 

⑩ 脱炭素社会の実

現に資する取組 

・2050年温室効果ガス排出量の実質ゼロに資する取組の実績が

あるか 

・今後、取組を実施する予定があるか 

5 

 合 計 100 

 

 

【別紙】 



3 

２ 評価点 

(1) 「①契約単価」の評価点 

次式により、最低単価への上乗せ分単価を定量的に評価する。ただし、最低単価＋

Ｘ円を上限とし、Ｘは、市場価格等を参考として、審査委員会の各委員が設定する。 

ア （契約単価）＜（最低単価）の場合 

失格とする。 

イ （最低単価）≦（契約単価）≦（最低単価＋Ｘ円）の場合 

評価点＝15×（契約単価－最低単価）÷Ｘ＋15 

※ 評価点は、小数点以下第１位を四捨五入し、整数とする。 

※ 最低評価点は15点とする。 

ウ （最低単価＋Ｘ円）＜（契約単価）の場合 

30点とする。 

 

 

 (2) (1)以外の評価点の目安 

評価 特に優れた 
提案・実績 

十分な 

提案・実績 

不十分な 

提案・実績 

提案・実績 

なし 

（説明なし） 

配点が５点の項目 ５点 ４～３点 ２～１点 ０点 

配点が10点の項目 10～９点 ８～５点 ４～１点 ０点 

※ 評価点が０点の場合であっても、失格とはならない。 

 

 

評価点 

契約単価 

３0 点 

１５点 

最低単価 最低単価＋Ｘ円 失格 

評価点＝１５×（契約単価－最低単価）÷Ｘ＋１５ 

30 点(上限) 
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